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   (1) シュラウドサポート：Ｋ1 

    a. シュラウドサポートの構造 

 シュラウドサポートは，シュラウドサポートシリンダ，シュラウドサポートプレート

及びシュラウドサポートレグからなる溶接構造物である。シュラウドサポートレグ下端

及びシュラウドサポートプレート外周が原子炉圧力容器に溶接固定されており，シュラ

ウドサポートシリンダを介して炉心シュラウドを支持する。 

 シュラウドサポートの構造概要を図 1.2.4－1に示す。 

 

 

 

図 1.2.4－1 シュラウドサポートの構造概要 

 

  

シュラウドサポートシリンダ 

シュラウドサポートレグ 
シュラウドサポートプレート 

原子炉圧力容器 
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    b. シュラウドサポートのばね定数算定方法 

     (a) 全体でのばね定数算定方法 

シュラウドサポート全体でのばね定数Ｋ1は，シュラウドサポートシリンダ，シュラ

ウドサポートレグ及びシュラウドサポートプレートの回転ばね定数を算出し，以下の

通り組み合わせて算定する。図 1.2.4－2 にばね全体の模式図を示す。 

 Ｋ ＝
11

Ｋ
ＭＡ

＋
1

Ｋ
ＭＡ

＋Ｋ
ＭＢ

 

 

 

図 1.2.4－2 全体ばねの模式図 

 

ここで， 

 ＫＭＡ1  ：シュラウドサポートシリンダのばね定数 

 ＫＭＡ2  ：シュラウドサポートレグのばね定数 

 ＫＭＢ   ：シュラウドサポートプレートのばね定数 

 

     (b) 構成部材のばね定数算定方法 

      イ. シュラウドサポートシリンダ ＫＭＡ1 

シュラウドサポートシリンダのばね定数ＫＭＡ1は，以下の式に基づき算定する。 

  Ｋ
ＭＡ

＝
Ｒ

ｍ
・Ａ ・Ｅ2Ｌ  

 

      ロ. シュラウドサポートレグ ＫＭＡ2 

シュラウドサポートレグのばね定数ＫＭＡ2は，以下の式に基づき算定する。 

  Ｋ
ＭＡ

＝
Ｒ

ｍ
・Ａ ・Ｅ2Ｌ  
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     (b) 構成部材のばね定数算定方法 

      イ. 制御棒駆動機構ハウジング間のラテラルレストレント 

制御棒駆動機構ハウジング間のラテラルレストレントのばね定数ＫＡは，以下の

式に基づき算定する。 

  Ｋ
Ａ
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      ロ. 制御棒駆動機構ハウジング／レストレントビーム間のラテラルレストレント 

制御棒駆動機構ハウジング／レストレントビーム間のラテラルレストレントのば

ね定数ＫＢは，以下の式に基づき算定する。 
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ｌ
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    ,    ｉ＝1～4 
ここで，各記号は図 1.2.4－6 に示す制御棒駆動機構ハウジング間及び制御棒駆

動機構ハウジング／レストレントビーム間のラテラルレストレントの構成部材構造

図による。   

16 10



















 

   (5) 原子炉圧力容器スタビライザ：Ｋ5 

    a. 原子炉圧力容器スタビライザの構造 

原子炉圧力容器スタビライザ（以下「ＲＰＶスタビライザ」という。）は，原子炉遮蔽

壁頂部に円周状に 8箇所設置され，原子炉圧力容器付属構造物であるスタビライザブラ

ケットを，あらかじめ初期締付荷重を与えた 2 組のさらばねを介して両側から挟み込む

構造であり，原子炉圧力容器と原子炉遮蔽壁との水平方向地震荷重を伝達する。 

ＲＰＶスタビライザの構造概要を図 1.2.4－11 に示す。 

 

 

図 1.2.4－11 ＲＰＶスタビライザの構造概要 

 

    b. ＲＰＶスタビライザのばね定数算定方法 

     (a) 全体でのばね定数算定方法 

ＲＰＶスタビライザのばね定数Ｋ5は，ＲＰＶスタビライザの構成部材のうち，スタ

ビライザブラケットからの水平方向荷重に対して寄与する部材を対象とし，これらの

構成要素のばね定数を並列及び直列に組み合わせて算定する。なお，ＲＰＶスタビラ

イザの構成部材のうち，ヨークは，引張側と圧縮側でそれぞれの値を考慮する。 

図 1.2.4－12 に全体ばねの模式図を示す。 

 

図 1.2.4－12 全体ばねの模式図 

スタビライザブラケット 

原子炉圧力容器側 

原子炉遮蔽壁側 

ヨーク 

さらばね 
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スリーブ 

ロッド 

ワッシャ 

ブラケット 

原子炉 
遮蔽壁 

原子炉 
圧力容器 
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※：シムは図示なし 

（スタビライザブラケットとヨークの隙間を埋める部材） 
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ＲＰＶスタビライザ１基あたりのばね定数をＫとすると，Ｋは次式により算定され

る。 
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ＲＰＶスタビライザ 8 基分の全体でのばね定数Ｋ5 は，１基あたりのばね定数Ｋよ

り，荷重－変位の関係から算定する。図 1.2.4－12 に示すとおりＲＰＶスタビライザ

に強制変位ｘを負荷した場合に強制変位と同じ方向に生じる全体荷重Ｗを算出する。

90°及び 270°の位置に設置されたＲＰＶスタビライザに生じる荷重をＷ1，45°，

135°，225°及び 315°の位置に設置されたＲＰＶスタビライザに生じる荷重をＷ2’

とし，荷重Ｗ2’の強制変位ｘと同じ方向の分力をＷ2 とする。強制変位ｘを負荷した

ときの 45°，135°，225°及び 315°の位置に設置されたＲＰＶスタビライザに生じ

る接線方向の変位はｘ・cosα であることから，荷重Ｗ2’は以下のとおりとなる。 

  Ｗ ′＝Ｋ・ｘ・ cosα 

図 1.2.4－13 内の拡大図の関係から強制変位ｘと同じ方向の分力Ｗ2 は以下のとお

りとなる。 

  Ｗ ＝Ｗ ′・cosα＝Ｋ・ｘ・ cos α 

したがって，ＲＰＶスタビライザ 8基（全体）のばね定数Ｋは以下の通りとなる。 

  Ｗ＝2・Ｗ ＋4・Ｗ ＝2・ Ｋ・ｘ ＋4・ Ｋ・ｘ・ cos α ＝4・Ｋ・ｘ 

  Ｋ ＝
Ｗ

ｘ
＝4・Ｋ 

 

ここで， 

  ＫＳ  ：さらばねのばね定数 

    ＫＷ  ：ワッシャのばね定数 

   ＫＨ  ：六角ナットのばね定数 

   ＫＳＬ：スリーブのばね定数 

     ＫＲ  ：ロッドのばね定数 

  ＫＳＭ：シムのばね定数 

     ＫＹＴ：ヨークの引張方向ばね定数 

     ＫＹＣ：ヨークの圧縮方向ばね定数 

     ＫＢ  ：ブラケットのばね定数 

 

 

 

                      図 1.2.4－13 水平荷重の分配 
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図 1.2.4－15 ①及び②の曲げによるばね定数計算モデル 

 

      チ. ヨーク（圧縮方向） ＫＹＣ 

ヨーク（圧縮方向）ばね定数は，以下の式に基づき算定する。 

 Ｋ
ＹＣ

＝Ｋ
ＹＳ

 

 

      リ. ブラケット ＫＢ 

ブラケットばね定数ＫＢは，GE の先行プラント共通の実績値を用いる。 
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5. 地震応答解析及び静的解析における最大応答加速度と最大応答変位の関係について 

地震応答計算書中の応答分布図における，地震応答解析及び静的解析の結果に関して，最大応

答加速度では概ね同等の傾向であるが，最大応答変位では静的解析結果が比較的小さい傾向を示

している（図 5－1 参照）。 

本章では，応答分布図に記載する地震応答解析及び静的解析の最大応答加速度と最大応答変位

について説明するとともに，この関係が表れる要因について説明する。 

 

   

 加速度（m/s2）                変 位（mm） 

図 5－1 地震応答解析及び静的解析における最大応答加速度と最大応答変位の関係 

（大型機器系，原子炉遮蔽壁及び原子炉本体基礎の例） 

 

応答分布図中の最大応答加速度は，地震応答解析により算出される最大応答加速度を記載し，

静的解析では地震層せん断力係数又は地下部分の水平震度を加速度に変換した値を記載してい

る。 
また，最大応答変位については，地震応答解析では基礎下端の変位も算定されているのに対し

て，静的解析では基礎下端固定としている。この差により，静的解析の最大応答加速度に対し，

最大応答変位が地震応答解析と比較して小さな値となると考えられる。 

 

 

120 33



 

6. ケース 3 の燃料集合体の相対変位が大きい要因について 

本章では，表 6－1に示す材料物性の不確かさ等を考慮した各解析ケースのうち，ケース 3の

燃料集合体の相対変位が大きい要因について説明する。 

 

表 6－1 各解析ケースにおける燃料集合体の相対変位（基準地震動Ｓｓ） 

ケース

1＊

(基本)

ケース

2

ケース

3

ケース

4

ケース

5

ケース

6

ケース

7

ケース

8

14.433 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
13.721 8.5 7.0 15.8 7.8 8.8 9.0 8.4 8.4
13.009 14.6 12.0 27.4 13.5 15.3 15.5 14.5 14.6
12.297 16.8 13.8 31.6 15.6 17.6 17.9 16.8 16.8
11.585 14.6 12.0 27.4 13.5 15.3 15.5 14.5 14.5
10.873 8.4 6.9 15.8 7.8 8.8 9.0 8.4 8.4
10.161 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

燃料集合体

名称
標高

T.M.S.L.
(m)

相対変位(mm)

 

注： 上記表のハッチングはケース 1～8 の最大値を示す。 

注記＊： 地震動及び地殻変動による基礎地盤の傾斜の影響を考慮した値を示す。 

 

ケース 1 及びケース 3 において，燃料集合体の相対変位が最も大きくなる地震動は Ss-2 の NS

方向である。ケース 1 及びケース 3の Ss-2 の NS 方向についての固有値解析結果を表 6－2 に示

す。 

ケース 3 では原子炉建屋の固有周期がケース 1 に比べ長周期化し，燃料集合体１次固有周期と

原子炉建屋 2 次固有周期が近接していることから，ケース 3における燃料集合体の相対変位が大

きいものと考えられる。 

 

表 6－2 固有値解析結果（ケース 3，Ss-2，NS 方向） 

ケース3
ケース1
（基本）

ケース3
ケース1
（基本）

1 0.486 0.437 原子炉建屋 原子炉建屋
2 0.213 0.209 原子炉建屋 燃料集合体
3 0.208 0.192 燃料集合体 原子炉建屋
4 0.141 0.141 炉心シュラウド 炉心シュラウド
5 0.103 0.103 原子炉冷却材再循環ポンプ 原子炉冷却材再循環ポンプ
6 0.092 0.091 原子炉建屋 炉心シュラウド
7 0.090 0.090 炉心シュラウド 制御棒駆動機構ハウジング
8 0.089 0.089 制御棒駆動機構ハウジング 原子炉建屋
9 0.080 0.079 原子炉建屋 原子炉建屋
10 0.079 0.077 原子炉建屋 原子炉建屋
11 0.069 0.068 原子炉圧力容器 原子炉圧力容器
12 0.065 0.065 制御棒案内管 制御棒案内管
13 0.057 0.056 原子炉建屋 原子炉建屋
14 0.055 0.055 制御棒駆動機構ハウジング 制御棒駆動機構ハウジング
15 0.052 0.052 燃料集合体 燃料集合体

次数

Ss-2　NS方向
固有周期(s) 卓越部位
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